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台湾の産業別人口の若干の検討
～「その他の有業者」の再検討から～
谷　口　忠　義
The New Estimates for Industrial Laborer in Taiwan
Tadayoshi Taniguchi
１．はじめに
　本稿は、アジア長期経済統計シリーズの台湾巻で示された有業者の長期推計を、「その他の有業者」
カテゴリーの再検討をおこなうことによって、数量的データに基づいたより改善された推計値を求める
ことを目的とする。
　アジア長期経済統計（ASHSTAT）シリーズでは、国民経済計算に基づくマクロデータが長期間にわ
たって推計されている。そのシリーズの初巻として2008年に出版された台湾巻は、画期的な業績と評価
されている。同巻中の第３章労働力にある1898から2000年までの推計値は、それまで有用であるとされ
てきた、バークレィ（G.W. Barclay）、 何（Samuel P.S. Ho）、 劉（Paul Liu）と黄（Kuo-shu 
Hwang）らの先行研究を書きかえるものとなっている。詳細は同書に譲るが、有業者の定義や職業分
類、とくに女性の有業者や本業なき副業者、軍人、原住民などを注意深く扱い、長期間にわたって標準
化された産業分類にもとづいて有業者の推計値を提供している。 
　画期的な業績であるASHSTATシリーズの台湾巻においても問題点が残されていた。1905年の第１回
センサス（正式名称は、臨時台湾戸口調査）から1966年のセンサスまでかなり多くの人々が、「その
他」として分類不明とされている。
表１　その他の有業者数（中分類レベル）と総数に対する割合
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　総有業者数に対する中分類レベルのその他（不明を含む）に属する人々の割合は、最も多い1905年セ
ンサスにおいて7.9％であり、特に男性は9.4％と、総有業者数の1割弱に達する。1930年センサスは、
0.17％と極めて少なく、台湾だけでなく日本を初め各地の植民地において職業と産業が別々に調査され
た初年度であったため例年以上の丁寧な調査がなされたのかもしれない。1980年は絶対数で１桁とほと
んどゼロに近くなったとはいえ、独立後の1966年においても、5.7％と高い数値の年があった。以上のこ
とから1966年以前においては、その他（不明を含む）のカテゴリーを無視することはできない。
　上記ASHSTATシリーズ台湾巻の編者である溝口敏行は、同シリーズの先行事業である長期経済統計
（LTES、Long-term Economic Statistics）の成果である『旧日本植民地経済統計－推計と分析－』（東
洋経済新報社、1988年）において、総労働人口の4.5％に達するそうした人々を、その他以外の有業者の
合計に対する第２次産業と第３次産業の割合に応じて、その他に属する人々を配分している。溝口は、
その他として産業不明とするよりも、憶測ではあるとしても上記に書いたように配分することが国民経
済計算のための労働力のマクロデータ作成にとって望ましいと判断したのであろう。2008年に出版され
た台湾巻においても、1988年の憶測に基づく推計方法が引き継がれたままである。
　本稿は、こうした憶測に基づく推計ではなく、数量データに即した推計方法により、2008年の台湾巻
の推計値に対して、限られた部分であるが改善をおこない、同書の産業分類にしたがった新しい推計値
を提供する。
２．推計方法
　　　　（１）「その他」の有業者の内実
　1920年に実施された第１回台湾国勢調査、すなわち第３次臨時台湾戸口調査の集計原表の巻に掲載さ
れている「有業者ノ職業（小分類）及職業上ノ地位ヲ種族及體性ニ分チタル職業数」では、最も細かい
小分類レベルで職業別有業者数のデータが得られる。その表をみると、中分類の「其他ノ有業者」は、
真に「其他ノ有業者」と「日傭業」の２つの小分類から構成されている。そして、真に「その他」は、
中分類レベルでの「その他」のわずかに１％足らずに過ぎない。いいかえると、中分類レベルの「その
他」の有業者とは、実際には日雇い労働者とみなしてよいといえる。本稿では他の年次も同様という仮
定で進める。
　なお、表２はセンサスの原数値をそのまま引用しているため、各種推計が施されたASHSTATシリー
ズの台湾巻の数値である表１とは異なる。
　　　　（２）「その他」の有業者の各産業への配当
　その他の有業者がほとんど日雇い労働者であったとしても、いったいどういう産業で働いていたかは
表２　中分類「其他ノ有業者」の内訳（1920年センサス）
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1920年センサスからは分からない。その情報が得られるのは職業と産業のクロス表が小分類レベルで示
されている1930年センサスのみである。1930年センサスでは詳細なデータがえられ、そのデータから日
雇い労働者の産業別のウェイトを求めることが幸いにも可能である。それを利用して「その他」有業者
を産業別に配当推計する。1930年センサスで得られる日雇い労働者の産業別ウェイトは他年次では得ら
れない。それは、1930年以降のセンサスでは中分類レベルでしかデータが公表・出版されていないから
であり、さらに1990年以降は「その他」の分類項目そのものが消失しているからである。また、1930年
より前では、職業分類のみの表象であったからである。なお、1920年センサスまでは「職業」分類とは
表記されているが、センサスの当局自身が認めているように、実際は職業と産業との混合したものであ
り、どちらかといえば産業分類に近い分類であった。
　総計44,063人の日雇い労働者は1930年の総有業者数の2.5％である。日雇い労働者の総数の98.4％が台
湾人であり、男性は同じく全体の89％である。
　1930年の日雇い労働者の産業別データをASHSTATシリーズの台湾巻で示されている標準化された中
分類に組み直し、各産業の日雇い労働者のウェイトを男女別に求めたのが表３である。
　表３から大分類別に集計すると、第１次産業が35％、第２次産業が21％、第３次産業が30％となって
いる。この数値から明らかになることは、ASHSTATシリーズの台湾巻の推計値は、第２次および第３
次産業への配当は過大評価となっており、第１次産業のそれは過小評価となっている点である。本稿で
は、表３に記載されているウェイトという根拠のある数量的なデータにもとづいて、ASHSTATシリー
ズの台湾巻に記載されているその他の有業者を各産業へ配当する。ただし、表３に示されたウェイトが
他年次では得られないため、各年次は1930年と同一ウェイトであるという仮定をおいて、すべての年次
に表３のウェイトを適用している。
表３　日雇いの産業中分類別の人数とウェイト
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３．推計結果と若干の検討
　前節の推計方法によりASHSTATシリーズの台湾巻に記載されているその他の有業者を各産業へ配当
した結果が表４である。今回はASHSTATシリーズの台湾巻の有業者を推計する際のベンチマーク年と
なっているセンサス実施年のうち、その他の有業者項目が元のセンサスに記載されていない1990年を除
いた年次のみ再推計する。具体的には、1905年、1915年、1920年、1930年、1940年、1956年、1966年、
1980年の８カ年である。
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　表４で示された新推計のASHSTATシリーズの台湾巻で掲載された推計値に対する増加率（％）を
ASHSTATシリーズの産業中分類で表記したものが、表５である。ウェイトは1930年で同一であるが、
各年次の各産業間の比率とその他の有業者数の全有業者数に占める割合がそれぞれ異なるため、表５の
各欄は異なった値を示している。この増加率は、中分類レベルのその他（不明を含む）の有業者を各産
業に配当したため、当然のことながらすべての欄においてプラスの値となっている。ただし、分母とな
る元の数値が０のため計算できない箇所は空欄となっている。1905年および15年の「電気・ガス・水道
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業」、1956年および66年の「その他の商業」は、原資料であるセンサスに独立した項目がないため数値
が０となっている。1980年は日雇い労働者数が男女それぞれ４名と極めて少ないため、ASHSTATシ
リーズの台湾巻と比較した場合、増加率はほとんど０となっている。
　まず男女を合わせた全体で、増加率の際立つ産業は、「金融業、保険業、倉庫業」、「建設業」、
「紙、印刷業、出版業」、「林業及伐木業」などである。分母となる元の数値が小さいことが、増加率
が高率となる一因である。つまり、当時はこうした産業に継続的に従事する人が相対的に少ないことを
示している。仕事という観点からいえば、継続的な仕事よりも日雇いで賄い得るような臨時的・単発的
な仕事が多かった、そういった産業の状況であったといえよう。
　たとえば建設業の場合、ある建設現場に仕事がある場合に即日現金払いでその日限りの肉体労働が提
表５　新推計のASHSTATシリーズ台湾巻推計に対する増加率（％）
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供されるケースは現在でも見受けられることである。林業及伐木業においても建設業とは仕事によって
生み出される成果は異なるとはいえ、同様な肉体労働の提供がおこなわれていたのであろう。「金融
業、保険業、倉庫業」は、倉庫業における搬入・搬出の肉体労働もあるが、1930年のウェイトづくりに
おいて「売買媒介業」、「周旋業」の項目の日雇い労働者が多く、銀行や保険会社での日雇いは少な
かったようである。男女間で差が著しい産業があるが、女性の日雇い労働者総数が4,687人と男性の１割
強と少なく、わずかな人数でもウェイトが大きく振れる傾向によるところが大きいとおもわれる。ただ
し、「政府関係機関サービス」の女性の増加率が極めて高い。データをみるかぎり、中央・地方の事務
に日雇いとして従事しているようである。最後に注目するのは、「農、牧、狩猟業」の有業者数が、日
雇い労働者総数の少なかった1930年、1956年、1980年を除いて、ASHSTATシリーズの台湾巻よりも３
～５％程度割り増しする必要がある点である。「農、牧、狩猟業」の内実は農業といってよいので、農
業人口は上昇修正した方がよさそうである。ところで、当時の台湾において農業は最重要産業であり、
植民地政策もあり日本へ米や砂糖を輸出していた。最重要産業の技術進歩、労働生産性の推計や歴史的
な変化は重要な研究テーマの１つである。そうした研究に対して、ASHSTATシリーズの台湾巻の数値
を使った場合に比べて本研究の推計結果は、労働生産性の時系列変化に対する影響を与えるだけでな
く、とりわけ特定年次の生産性の絶対値を従来推計よりも低くする効果がある。同様に、各種産業の生
産性や産業間の比較においても、少なからぬ影響を与えるであろう。表５からわかるように、台湾の工
業化、商業の発展を大分類レベルではなく中分類レベルでの議論を展開する際には本研究をふまえ、他
の資料との整合性をより厳密に検討し、より慎重な考察が必要となるであろう。
　本研究で求めた新推計の各産業別、男女別、時系列の詳細な分析、先に述べたような労働生産性と
いった既存の研究への影響については今後の課題としたい。
